






























































































































































































































































































































２０１５年度 ３６ １５ 平日夜間 １０週開催
２０１６年度 ２２ ２０ 平日昼間 ８週開催
２０１７年度 １８ １７ 平日昼間 ８週開催
リーダー養成講座
受講年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ 合計
受講者数 ３ ３ ６ １４ ２６
































































































































（ ５） 郡 山 市 生 涯 学 習 課「 家 庭 教 育 」［http://www.city.koriyama.fukushima.jp/
kyoiku/shogai/katekyoiku/index.html］（２０１８年２月２５日アクセス）
（６）郡山市教育委員会生涯学習課「家庭教育学級生合同学習会」［http://www.city.
koriyama.fukushima.jp/513000/shogai/gakushukai.html］（２０１８年２月２５日アク
セス）
（７）郡山市教育委員会生涯学習課「Ｈ２９就学前子育て講座アンケート集計結果」（訪
問時配布資料）。以下のアンケートからの記述はこの「集計結果」による。
（８）２０１７年度も市はマスターズ熊本に委託を継続する方針だったが、講習会が毎週
連続開講の中で、マスターズ熊本のスタッフの負担感が強く、２０１６年度で委託
（市民協働事業も）は終了し、２０１７年度は、有限会社マリオネットに委託されて
いる。
（９）マスターズ熊本では、地域での信頼感などから元教員が法人の活動に参画する
有効性も強く感じており、継続的に勧誘しているが、思うようには会員確保に
結びついていない。意欲的な市民の入会は、法人の活動の継続・発展にも貢献
している。
（１０）市民リーダーは、公的な役職ではないため、教育委員会事務局や公民館に拠点
がない。そのため、ワークショップで用いる共有教材の保管場所や振り返り・
情報交換の場の確保が課題となっている。なお、文部科学省の「平成２４年度地
域における家庭教育支援施策に関する調査研究」によると、専用の事務スペー
スを有している家庭教育支援チームは３１．６％であり（９６頁）、マスターズ熊本も
拠点を有していない。
＜参考文献＞
上田幸夫（１９７８）「戦後社会教育職員論の系譜（Ⅱ）―１９７０年代の「専門職化」の否
定と形成―」『東洋大学文学部紀要　教育学科篇』第４号、８６－１０９頁
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る―子育て支援における保護者ニーズとは―」『豊橋創造大学短期大学部研究紀要』
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首相官邸（２０１４）「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成２６年１２月２７日）
首相官邸（２０１４）「まち・ひと・しごと創生総合戦略―概要―」
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袖井孝子編著（２０１６）『「地方創生」へのまちづくり・ひとづくり』ミネルヴァ書房
仲田康一（２０１７）「行政による「家庭教育支援」―何が問題か―」『人間と教育』
No.９６、９０－９７頁
平川景子（２００６）「社会教育指導員の役割と展望―非常勤職員問題とジェンダーの視
点から―」『明治大学人文科学研究所紀要』第５９冊、１４９－１６５頁
本田由紀・伊藤公雄編著（２０１７）『国家がなぜ家族に干渉するのか　法案・政策の背
後にあるもの』青弓社
民主的な社会教育を発展させる都民の会（１９７２）「社会教育指導員制度への憂慮」『月
刊社会教育』国土社、第１６巻４月号、５５－５９頁
文部科学省（２０１０）『家庭教育手帳　乳幼児編（ドキドキ子育て）』（平成２２年）
文部科学省（２０１０）『家庭教育手帳　小学生（低学年～中学年）編（ワクワク子育て）』
（平成２２年）
文部科学省（２０１０）『家庭教育手帳　小学生（高学年）～中学生編（イキイキ子育て）』
（平成２２年）
文部科学省家庭教育支援の推進に関する検討委員会（２０１２）「つながりが創る豊かな
家庭教育～親子が元気になる家庭教育支援を目指して～」（平成２４年３月）
文部科学省家庭教育支援チームの在り方に関する検討委員会（２０１４）「「家庭教育支援
チームの在り方に関する検討委員会」における審議の整理」（平成２６年３月）
文部科学省（株式会社リベルタス・コンサルティング）（２０１３）「平成２４年度地域にお
ける家庭教育支援施策に関する調査研究　調査報告書」（平成２５年３月）
矢尾板俊平（２０１７）『地方創生の総合政策論―“DWCM”地域の人々の幸せを高める
ための仕組み、ルール、マネジメント』勁草書房
山下祐介・金井利之（２０１５）『地方創生の正体―なぜ地域政策は失敗するのか』筑摩
書房
＜付記＞
　本稿は、東北教育学会第７５回大会（東北大学：２０１８年３月３日）における口頭発表
「地方創生を担う地域人材としての元教員の家庭教育支援への参画～郡山市と熊本市
の調査を通して～」の資料に加筆・整理を加えたものであり、科学研究費基盤研究
（Ｂ）「生涯学習行政の推進における公と私に関する理論的実証的研究」（研究代表者：
背戸博史、課題番号：１７Ｈ０２６６６）及び科学研究費挑戦的萌芽研究「地方創生にはた
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地方創生における家庭教育支援の位置づけと元教員の役割（下村・大桃）
す教育施設・人材の新たな活用に関する日英比較研究」（研究代表：宮腰英一、課題
番号：１５Ｋ１３１９８）の研究成果の一部である。
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